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日本の小学校英語活動（教育）の成果と教科化の後の指導について１ 
 
湯川 笑子* 
 
要旨 
現在日本の小学生は、卒業時までに、児童英検の BRONZE 程度のやさしい平易なリスニング
テストならほぼ正解する力を身につけており、初対面の人との間で簡単な自己紹介の質疑応答が
できる児童も育ちつつある。児童らが小学校で得た能力は、１年後、2 年後の英語習熟度を予測
するほどの知識量ではないが、中学校入学後、英語で進めるインタラクションの豊富な英語授業
にスムーズに入るための準備体勢を整えていると言える。2000 年代以降のヨーロッパでの外国語
教育実践研究から、小学生の外国語習得のスピードが遅いことや、メタ言語能力が問われる学習
に特に注意が必要であることをはじめとする多くの示唆が得られる。2020 年以降の小学校英語の
教科化を考える際に大いに参考にすべきである。 
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1．はじめに 
本稿は、小学校英語教育の成果を再考しその意義を考えること、および、海外での年少者外
国語学習の実証研究の結果を参考に、時間数が増え教科化される際の小学校英語の指導で留
意すべき点をまとめることを目的とする。 (以後、小学校の学習区分の中の「領域」の枠組みの中
で外国語活動として提供されている「英語活動」と、地域や学校によっては教科として実施されて
いる「英語教育」を、両方の総称として「英語教育」という用語で呼ぶ。) 2002 年-2010 年までの総
合的な学習の時間の中で行われていた英語活動も、2011 年以降外国語活動という領域の中で
行われてきた英語活動も、言語能力面での学習目標が規定された教育活動ではないため、言語
的な成果がどこまであがっていることを期待していいのかがわかりにくい。また、成果が検証結果と
して得られる場合にも、それをどのように受け止めて中学校以降の英語教育につなげていけばよ
いのかについて共通認識がないのが現状である。 
そこで本稿では、小学校英語教育の成果について公表されている研究結果を英語コミュニケ
ーション能力に特化して再考する。このレビューを通して、現在の小学校英語教育の成果の実像
なのではないかと思われる中身を推測し、それをどう受け止めればよいのかについて考える。また
今後、教科化され時間数が増える小学校英語教育を考えるために、年齢と外国語教育に関する
海外での研究を簡単に要約し、その知見を土台にして留意すべき点について提言する。 
2008 年に公示され、2011 年度から完全実施されてきた小学校学習指導要領外国語活動の目
標は「コミュニケーション能力の素地」を養うこととされている（文部科学省 2008a, p.7）。また「コミュ
ニケーション能力の素地」は、①言語・文化理解、②コミュニケーションを図ろうとする態度の育成、
③外国語の音声や基本表現への慣れ親しみの３つを通して形成される（文部科学省 2008a, p.7）。
「コミュニケーション能力」は、その重要性が Hymes （1972）によって指摘されて以来、構成要素に
ついていくつかのモデルが提唱されている（Canale & Swain, 1980; Bachman & Palmer, 1996）。学
校教育における外国語教育で養うべきコミュニケーション能力についても、達成すべきコミュニケ
ーションタスクを選出して表現活動の単元とする教科書もある。また、欧州言語共通参照枠
（Common European Framework of Reference for Languages、以後 CEFR と呼ぶ（Council of 
Europe, 2001））やそれを日本の文脈に改訂したもの（CEFR-J、投野由紀夫 2012）が公開されて
いる。読み書き聞き話す、の 4 技能のうち、どれを使って何ができることをどのレベルとみなすとい
った枠組みが示されていることから、カリキュラム構築やパフォーマンス評価活動を実施する際の
枠組みとして使い易い。ただ、現在日本の小学校英語教育は、特別な状況を除けば通常 2 カ年
で計 70 時間、それ以前の総合的な学習の時間の枠組みでもそれに 3，4 年生時の学習が加わる
程度の微々たる実践であることから、そうしたかすかな能力は測定するツールも少なく、測りにくい
状況がある。 
こうした方法論上の困難さは十分ふまえつつも、中学校での指導や今後の小学校英語教育行
政を考えるための土台とするために、2002年の「総合的な学習の時間」の枠組みでの導入以来試
行錯誤を積み重ねてきた小学校英語教育が言語面でどのような成果をもたらし得たのかを推測し
たい。2020 年から、5、6 年生において英語は教科となることが規定路線となっている（文部科学省
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2013）が、教科化の後も、これまでの実践との継続性を持ってつなげていくことが不可欠であろうと
考え本稿をまとめることにした。 
 
2．日本で実施された小学校英語教育効果検証研究 
2.1 小学校英語教育の英語コミュニケーション力面での成果を知るために 
小学校卒業時、あるいは中学校入学時の児童の英語コミュニケーション力とはどのような中身
から構成されるものなのだろうか。実証研究や報告数は限られてはいるが、それをもとに具体的な
内容を推測したい。まず、2.2 で一般的に使われている小学校英語用の教材と指導対象とされて
いる語彙と文法事項を概観する。次に、小学校英語教育で育つ英語コミュニケーション力を、児
童英検を検証ツールとして用いたもの(2.3)、独自テストを用いたもの(2.4)、英語テストによらない、
自己評価や先生の観察を手立てにしたもの(2.5)に分けて順に概観し、その研究結果をまとめる
(2.6)。 
 
2.2 小学校英語用の教材および指導対象の語彙と文法 
「小学校英語活動」の時間に使用すべく、2009年から2011年にかけては『英語ノート1，2』（文部
科学省2009a,2009b）、2012年度にはHi、friends! 1, 2 （文部科学省2012a, 2012b）という教材が
文部科学省から希望する小学校に無料配布された。この教材の使用は任意なので、先進的に英
語活動に取り組んでいた学校を中心に、自前でのカリキュラムにのっとって、別の教材を使用する
小学校もある。中條・西垣・宮崎（2009）によれば、『英語ノート1, 2』を通して児童が触れるであろう
総異語数は386語で、児童用英文で使われる単語のうちの227語が、中学校用の検定教科書の
New Horizon 1,2,3 の中にもでてくるという（p.101）。また、西垣・中條・吉森・西岡（2007）によれ
ば、主な出版社から出されている小学校用テキスト5シリーズのうち4シリーズ以上に出現した語彙
は514語であった（p.30）ことから、これらを総合するとおよそ400語前後の異語に触れるのが小学
校英語では一般的であると推測できる。（ちなみに、2012年度から実施されている現行の中学校
の英語科では3年間で1,200語程度を学習すると規定されている（文部科学省2008b, p. 70）。 
小学校英語では、挨拶、曜日、天気、食べ物等身近な身の回りのものに題材をもとめ、自分の
好みや状況を表現したり、交流したりすることが多い。文法的に、中学校1年生の基礎的な学習事
項と重なる部分は多いが、小学校ではDo you…?と聞き、I like…などと自分のことを答えるので、1
人称、2人称を使用することが多く、3人称や代名詞などは、先生が使うことはあっても通常学習事
項とはしていない学校が多い。過去形、冠詞、複数形の名詞の正確な表し方なども明示的には扱
わない。英語のアルファベットはローマ字として習い、英語活動の中でも学ぶが、文字と音との対
応は指導力の有る学校でしか教えられていないので、読める単語は一般的には少ない。 
 
2.3 児童英検を使ったリスニング力検証 
2002年の小学校英語教育の導入以降、比較的多人数のデータを集めて英語コミュニケーショ
ン能力の成果を検証しようとした研究に、バトラー・武内（2005-2006）、バトラー・武内（2006）、国
湯川 笑子 
- 36 - 
立教育政策研究所（n.d.）、植松・佐藤・伊藤（2013）、湯川・高梨・小山（2009）、大下（2007）、萬
屋・志村・中村・宮下（2013）がある。 
バトラー・武内（2005-2006）は、30校、5,087名の小学生に児童英検BRONZEを受験してもらい、
そ の 結 果 を 分 析 し た 。 児 童 英 検 BRONZE は 日 本 英 語 検 定 協 会 の ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.eiken.or.jp/jr_step/exam/bronze.html）にあるように、小学校での英語活動の場合１
年から１年半程度の間、50分のレッスンを週１回受けている場合を想定したテストなので、比較的
平易である。文章を聞いたり、会話を聞いたりして、その内容に合致した絵を選ぶという45問（現
在ホームページ上で公開されているサンプルでは44問）からなるリスニングテストで、バトラー・武
内（2005-2006）は、受験した児童らは、全般的に８割前後と大変高い得点をおさめていて、このテ
ストが測定しているレベルに比較的早い時点で到達していたとする（p.12）。続いて、バトラー・武
内（2006）では、その次の段階の児童英検SILVERを28校、6,541名に実施した。これは、日本英
語検定協会（http://www.eiken.or.jp/jr_step/exam/silver.html）によると、小学校での英語活動で
週１回50分のレッスンを2年から3年半程度受けている児童を対象として作られたテストである。全
部で53問（現在ホームページ上で公開されているサンプルでは49問）からなり、BRONZEと同様に、
聞こえてくる英語の内容に合致するものを選ぶことが主で、一部、聞こえた英語に対応する文字を
選ばせる問題が含まれている。結果は問題の項目ごとに見るとどれも７割を超す正解率を示し、３
年生から６年生と学年が上がるごとに正解率が高くなっていた（３年生から順に65.31％、71.74％、
71.74％、73.82％、76.97％）。ただ、この調査では、受験者の年間英語活動時間数の平均は3年
から6年までどの学年も、64-67時間と日本全国の平均よりも多く、「全体的に定期的かつ積極的
に英語活動に取り組んできたグループ」（バトラー・武内2006, ｐ.247）であった。現在の公立小学
校で必須の英語活動授業（5，6年生で週1時間ずつ、年間35時間）のみを受けている児童の場合
には、この成績に到達できるかどうかは未知数である。 
 
2.4 独自テストを使ったリスニング力（およびスピーキング力）検証 
植松・佐藤・伊藤（2013）は2011年度末に、公立小学校17校の6年生1,100名に対して、5タイプ
の問題からなる合計26問（うち文字を含むものが9問）のリスニングテストを実施した。出題傾向は
上記の児童英検や後述の国立教育政策研究所のテストと同様、聞こえてくる英文と合致した内容
(単語、文、対話)を示す絵を選ぶものから成り、文字認識を問うものも含まれていた。受験者全体
の正解の平均は79.2％で、得点率は英語活動の開始学年（1，2年からに対して5年生から）とも、
総学習時間（もっとも少ないグループ(5校)は50-75時間、最も多いグループ(2校)は160-210時間）
とも統計的に有意な差がなく、全体的に高得点だったとする。問題数や問題の説明から類推する
と、児童英検SILVERよりは平易なように見受けられ、そのため総学習時間が少なくても正解しや
すかったのかもしれない。 
リスニングテストに加えてスピーキングテストも行い、その問題と正答率まで知ることができる調
査に、文部科学省が平成18年度から20年度の3年間において，都道府県・政令指定都市別の研
究協力校（全53校）を対象に行ったものがある（国立教育政策研究所 n.d.）。年間授業時間数別
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（年間１～11時間，12～22時間，23～35時間，36～70時間）に参加校を指定し、平成20年度6年
生に実施した結果（3,336名）がhttp://www.nier.go.jp/shoei_h20 /shoei.htmlで公開されている。リ
スニングテストは、単語、指示のための英語（いわゆる教室英語）、会話、スリ―ヒントクイズの4種
類の問題からなり、全部で24問ある。単語と教室英語部分は9割前後得点されている。会話とクイ
ズの正解率は24.6％から89.1％と問題によって幅がある。授業時間数が多くなるほど平均正解率
は高くなっているものの、問題が平易なものが多いためかそれほど大きな差ではない（第６学年次
の年間授業時間数と全24問の正解率は、1-11時間―80.8％、12-22時間―76.8％、23-35時間
―84.0％、36-60時間―86.7％となっている。国立教育政策研究所 n.d., p.27）。 
これらの研究校の中から3校に協力をつのり、平成19年度には5年生（195名）、平成20年度に
は6年生（199名）にスピーキングテストが実施された。2つの年度で多少設問は異なるものの、たと
えば平成20年度には13のテーマ(挨拶、年齢、誕生日、天気、時刻、色、動物、食べ物、スポーツ、
教科、買い物・数字、楽器、職業)について、What animal/color/food is this?とか、What food do 
you like?などといった28の問いを試験官が問い、それに児童が答える形式である。双方向に会話
を続け、会話全体を観点ごとに評価をするといったタイプのテストとは異なり、それぞれの問いに
対して「正解」したかどうかを測る。回答は、挨拶のように100％「正解」している項目から、職業に
関する質問のように2割を切る設問もあり、ばらつきがある。スピーキングテストの報告書は、5年生
よりも6年生の方がよくできる傾向を示しており、たとえば平成20年度の6年生は、全28問のうち、6
問を除いてすべて6割以上正解している。ただし、報告書は、この結果からは特に「どのような活動
をどの程度行えばどの程度の定着が見られるのかということについて、安易に言及することはでき
ない」とする（上掲のページのうち、「スピーキングテストに関する調査研究」p.43）。 
湯川・高梨・小山（2009）も独自のリスニングテストとスピーキングテストを行った。リスニングテスト
は、上記の児童英検SILVERとほぼ同程度の得点傾向を示すテストであることが、一校147名に両
方のテストをしたことから分かっている（湯川・高梨・小山2009, p.95）。このテストは全37問、80点満
点で、上で言及した小学生用の他のテストと同じく、聞こえた英語の内容に合致した絵を選ぶ形
態のテスト(文字の問題も６問含む)である。ただ、最後の問題として１冊16ページからなる簡単な
絵本を読み聞かせ、その内容を日本語で要約させる問題が含まれている点が特徴的である。この
到達度テストは、湯川・高梨・小山（2009）の発表後も希望する小学校（3～6年生で年間20時間以
上の英語授業が行われている学校の5、6年生対象）や入学直後の1年生に対して中学校で実施
された。 
2006年から2011年秋までの総受験者でまとめたところ、小学生17校の1,528名の平均正解率は
78.86％（80点満点中63.09点、標準偏差11.50）、入学直後の中学生5校795名の平均は84.08％
（80点満点中67.26点、標準偏差8.43）であった（Yukawa, 2011）。小学生17校の1,528名のうち、
20点未満はなく、20点台が5名、30点台が31名、40点台が134名と非常に少ないことから、授業で
扱うことが多い英語を聞いて理解する力は、学校のタイプ(教え方や時間数)によらず、比較的容
易につきやすいことが分かる。 
湯川・高梨・小山（2009）はスピーキングテストも実施した。これは、あらかじめ決められた 1 問 1
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答形式の「スピーキング」テストとは異なり、児童が英語を使って語彙・文法の知識に加えて、
Bachman and Palmer のモデルの中で「機能能力」、「社会言語能力」、「方略能力」と呼ばれている
能力（Bachman and Palmer、1996）も駆使して、初対面の英語母語話者 1 名とペアで約 3 分間交
流するという対話タスクを課すパフォーマンステストであった。2010 年度までで総計 734 名が受験
した（私立 3 校、公立 5 校、年度を変えて複数回受験した公立校あり）。そのうち、４校 236 名につ
いては、「発音」、「語彙・文法」、「集中力」、「表現力」、「会話統制力」の 5 つの観点を４点満点で
評価した結果をまとめてある（湯川・高梨・小山 2009 の第 6 章）。テストや評価方法の詳細につい
ては、Yukawa、Koyama、and Takanashi (2009-2010)、Koyama and Yukawa (2011)も参照されたい。
このテストで検証できたスピーキング力の最大の成果は、参加者が３分余りの英語母語話者との
談話を成立させ得たこと自体であるが、評価表に照らして採点した得点は、学校の方針(英語で
発信させることに力を入れているかどうか)によって差があり、必ずしもリスニングの点数とは連動し
なかった。 
  
2.5 児童・生徒の自己評価や教師の観察による英語コミュニケーション力検証 
小学校英語教育を経験した生徒を迎え入れる中学校教員が以前と異なる点としてあげるのは、
英語の音への慣れや英語を聞きとる力である。これは質問紙での検証（大下2007； 長沼・小泉
2012）でも報告され、中学校教員からも日常的に聞く感想でもある。小学校では音声を中心にイン
タラクションを楽しむ活動をしてきたことから当然のことではあるが、小学校英語教育で一般的に
得られる成果として貴重な観察である。 
萬屋・志村・中村・宮下（2013）もこうした傾向を示すデータを提供している。この研究は、北海
道の中学校教員114名に小学校英語教育に対する意識を問う質問紙調査を実施した。教師の経
験や態度といった変数と小学校英語の成果に対する態度との関連も明らかにしているが、ここで
は、成果の現状に関する部分だけをとりあげる。学習者の態度や能力の変化についての30項目
の問いを、５段階のリッカート尺度で問うた（「５」が「そう思う」、「１」が「そう思わない」）。小学校英
語の成果として中学校教師が「そう思う」と合意していると考えられる項目を平均点3.5点以上に限
って拾うと、「コミュニケーション活動に積極的に参加する」(平均3.68)、「英語を聞く力がある」(平
均3.63)、「会話表現をよく覚えている」(平均3.55)がある。その他に「中学入学時点で生徒の英語
の学力に差がある」(平均3.89)と「学習内容のギャップがある」(平均3.62)という指摘もある。逆に平
均が2.5未満、つまり、あまり出来ていないと教師が査定している能力には、「英語を読む力がある」
(平均2.34)、「文法事項をよく覚えている」(平均2.22)、「英語を書く力がある」(平均2.20)と、これも
当然のことであるが、小学校英語では教えていないことはできないという観察が報告されている
（萬屋・志村・中村・宮下2013, p. 139）。 
小学校英語の成果としての英語を聞きとる力に関して、また別の観点から興味深い検証結果を
提示しているものに、中村・末松・林田（2009）がある。この研究は、児童・生徒が英語の単語を学
ぶ時の知識の種類に注目した。一つの単語の知識を、その単語の指し示す意味内容、その単語
が音声化された時のサウンド、その単語の綴りの３つの知識に分けた時、小学校で英語教育を経
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験してきている中学生は、そうでない生徒に比べて、「語の音声と意味をダイレクトに結びつけるこ
とができ」、しかも、それが、「小学校で学んだ語だけではなく、中学校で初めて学ぶ語にも波及す
る」という結果が見られたとする（中学１～2年生計232名について調査）。 
 
2.6 小学校終了時（あるいは中学校入学直後）の英語コミュニケーション力‐まとめ 
これまで、比較的に研究参加者が多い研究を中心に概観してきた。この他にも、学校単位ある
いは自治体単位で何らかの到達度テストを実施しているケースはある。たとえば、児童英検の
BRONZE や SILVER の受験、音と文字のつながりおよび情意面に関わる独自調査を報告した濱
中（2013）や、小中一貫した９年間のカリキュラムの中で、６年生、７年生の英語での発信力をパフ
ォーマンス事例として発表した鳥海・柏木（2013）がある。学校単位であるいは自治体として、先進
的実践事例の成果検証を行い、全国的に公開はされていないが自治体内で共有しているといっ
た事例の中に、類似の実践と資料があることは想像に難くない。しかし紙幅に限りがあり、かつ日
本の小学校英語の成果として一般的な傾向をつかむのに適していると考えられる研究に焦点化
するためここでは割愛する。 
以上のレビューから、総じて、児童らは小学校英語でよく遭遇する語彙、表現をかなり認識でき
その意味を理解できるようになっていると言える。レベルという点においては、日本英語検定協会
が週１回50分の授業を１年から１年半終えたレベルとする児童英検BRONZEを使用した検証およ
び、それと似たレベルではないかと思えるテストで検証した事例では、8 割程度の正解率を示すな
ど、よく出来ていることが分かっている。児童英検 SILVER やそれに匹敵するテスト結果も報告され
ているが、その場合には受験者の英語学習時間数が、全国で必修とされる一般的な時間数を超
えていることから、それ未満の学習時間の児童の場合には同じだけの高得点がとれない可能性が
ある。 
また、英語コミュニケーション能力そのものではないが、学習プロセスにおいて児童が音声と意
味を直接結びつけるようになっている（音声中心の英語学習に慣れている）という報告もある。また、
授業に臨む中学校の先生の印象として、以前と比べて、新入生がより多くの語彙・表現を知って
いて聞きとる力があり積極的にコミュニケーション活動をしようとするという成果もあることが報告さ
れており、これについては研究に参加した地域の教員だけでなく、多くの教員が共感する成果で
あろうと思われる。 
 
3．小学校卒業時の英語コミュニケーション力がその後の英語到達度へ及ぼす影響 
小学校での英語教育が実験的に試行され始めた 1990 年代以降 2001 年までは、少数の実験
開発校を除き、公立小学校では、通常、外国語は教えられておらず、小学校期に英語を習ったと
いう人口は、私学もしくは私塾で学習した者に限られていた。そこで、こうした限界の中、小学校期
に何らかの英語教育を経た生徒と、そうした経験のない生徒を中学校や高等学校で区別しグル
ープ化することで、様々な英語能力を比べた研究が数多く実施され発表されたが、結果は様々に
分かれた。この頃の研究をレビューし、結果が一様でない理由を論じたものに、湯川（2003）とバト
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ラー（2004-2005）がある。主な理由として、（この時期にはほぼ不可避であった）サンプリングの問
題、たとえば小学校英語の経験者と非経験者（やその親）の社会経済的状況や教育に関する意
欲の点で均等でないことがあげられた。また、この時期に限ったことではないが、小学校の成果を
生かし切れていない中学校の英語教育の問題や、検証に用いるテストツールの妥当性の問題が
あった。 
2002 年度から「総合的な学習の時間」の枠組みで任意に実施してもよいとされた外国語指導の
導入に続いて、2009 年度からは、2011 年度の学習指導要領の改訂の移行措置として全国で小
学校英語が教えられることになり、結果として2000年代には、私塾などに通わなくても小学校段階
で英語経験を得る生徒が増えてきた。したがって、社会経済的変数や教育的動機といった要因
に左右されることが比較的少ない中で、異なるタイプの児童・生徒を研究参加者とすることが可能
になってきている（松宮 2009; 白畑 2010; Uematsu, 2012）。ただ、それでも結果にはばらつきがあ
る。 
見方を変えて、中学校入学時の英語コミュニケーション力や情意面の状態という変数が、中学
校期での学習を経て中学校 1 年もしくは 2 年修了時の到達度テストの個別の点数を予測し得るか
どうかを調べた研究もある。つまり、小学校英語の経験者と未経験者という異なった生徒を比較す
るのではなく、同じ個人の変化をたどることで、小学校英語教育の成果の意義を問おうとした研究
である。 
湯川・小山・杉本（2012）は、関西の１私立中学校の 1 年生 130 名を対象に、入学時に日本の
小学生用に作られた YTK リスニングテスト（４月）を実施し、年間 4 回にわたって情意面について
の質問紙を実施した。年度末到達度テスト（「五ッ木の学力テスト会」）の結果も合わせて、年間の
情意の推移や、年度初めの状態と英語学習の関係を調べた。２つの情意概念（英語や英語学習
に対する「肯定的イメージ」、「学習積極性」）と入学時英語コミュニケーション力を説明変数とした
湯川・小山・杉本（2012）では、「学習積極性」と入学時英語コミュニケーション力が、1 年生終了時
の習熟度を予測した（R2=.17, F=8.83 (2,84), P=.020）。しかし、情意と学習行動の計８つの構成概
念に増やして同じ学校の別の学年グループに同様の調査をした Yukawa, Koyama, and Sugimoto
（2012）では、中学２年生終了時の年度末習熟度は、入学時の英語コミュニケーション力の影響よ
りも、成績上位者では「学習行動」（R2=.18, F(1、56) =13.36, P=.001)が、また、成績下位者では「実
用英語憧れ」（R2=.29,Ｆ(1、24) =10.02, P=.004）の方が説明力が高かった。つまり、小学校から持ち
上がったほんの少しの英語リスニング力のばらつきの度合いよりも、中学校へ来てからの学習行
動や、英語ができるようになりたいと思う意欲の大小の方が、中学校２年間の英語コミュニケーショ
ン力を予想する力が強かったとする。 
 
4．小学校英語教育の成果の中身とその意義 
ここまで、現在の小学校英語教育の成果としての児童らの英語コミュニケーション力の実態を反
映していると思える研究結果を概観してきた。「2.2 小学校英語用の教材および指導対象の語彙と
文法」で見たように、現在の小学生は学校の英語教育を通じて中学校 1 年で習う文法項目の大半
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を含む英文にすでに触れている。その結果、聞いて分かる語や表現はある程度持ち合わせてお
り、児童英検の BRONZE レベルの易しいリスニングテストなら特に英語授業時間数の多い学校で
なくてもほぼ正解する力が育っているとする結果が報告されている。英語の産出についての検証
事例は少なく、全貌は分からない。ただ、本稿でレビューしたスピーキングテストでも使われた初
対面の人との質疑応答文については、全国的に外国人観光客へのインタビュー活動などが盛ん
に行われていることから、他の学校でも産出する練習をさせていると考えられる。湯川・高梨・小山
（2009）のテストと同等のレベルの会話が出来る児童は他にもいるのではないかと推測する。こうし
た実態を持つ入学生に接した印象として、中学校の先生は、昨今の入学生が英語の単語や表現
を多少知っており、英語を聞きとる力を持っていると感じているが、他方ですでに力にばらつきが
あることという印象も持っている。 
中学校 1 年生で学習予定の語彙や構文の一部を聞けば分かる、そのまた一部を（不完全な形
である場合も含めて）言うこともできるといったかすかな能力があることは分かった。しかし、例外的
な学校を除いて、同じ単語や構文を、児童は読めないし書けない。英語慣れはしているが、中学
校以降の「試験」では、正確さを、しかも口頭ではなく紙の上で披露することが求められることが多
いので、小学校で培った能力は日の目を見にくい。また、「3．小学校卒業時の英語コミュニケーシ
ョン力がその後の英語到達度へ及ぼす影響」で見たように、小学校で得た能力は、1 年後、2 年後
の英語習熟度を予測するほどの知識量ではないので、中学校以降の頑張りによって、英語コミュ
ニケーション力はいかようにも進展していく。それならば、この程度の成果は、意欲・態度などとい
った情意的側面を除外すれば、日本の学校英語教育の向上のためになんら好影響を産んでい
ないと総括すべきなのだろうか。 
筆者は、この問いに対して、「現時点での小学校英語の成果は、中学校での本来あるべき英語
授業を大変スムーズに実施するための、準備体勢を整えているという意味で大きな意義がある」と
考える。小学校英語教育を受けて育ちつつある現在の 6 年生は、英語が聞こえてくるのに慣れて
いる。英語で語りかけられても応えようとする。彼ら（彼女ら）は、ほんの少ししかしゃべれなくても、
また、間違ってもいいから、とにかく英語を使うように励まされてきた子どもたちである。実際に通じ
たという実感を得る経験をさせてもらえた子も多い。英語の授業は英語で進められ、英語で問いか
けられた時には、自分しか知り得ない情報についての問いならばなおさら答える努力するのが望
ましいことや、英語の語彙や表現のルールも最終的には使うために学ぶのだということを体験の中
から学んでおり、それを可能にするだけの多少のリスニング力とスピーキング力も持っている。コミ
ュニカティブで言語習得を効率よく進める、中学校期での本格的な英語授業に違和感なく進むた
めに、児童らのこのレディネスは理想的な状況であると言える。ひょっとすると、小学校英語授業
中で培える英語コミュニケーション力に大きな期待を抱いた人の中には、伝統的な紙と鉛筆で測
れるテストで目覚ましい成果が現れないことを知ると大きく落胆し、期待が大きかった分ぶんだけ、
現在の 6 年生が持っている力に対して厳しい目を向けたくなる人がいるかもしれない。しかし、テス
トでは測りにくい、したがって見えにくい、現在の小学生の英語コミュニケーション能力の萌芽は、
案外大切な成果ではないだろうか。 
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英語教師は、学習者の生活の中で意味を持つ、良質のインプットやアウトプットをふんだんに与
える授業をして初めて学習者の言語習得を促すことができるのだが、全国の英語教員養成機関
での教育や文部科学省の呼びかけにも関わらず、中学校・高等学校現場では、残念ながらなか
なか英語で英語授業が展開されておらず 2、最大限に効率のよい英語授業となっていない。「英
語でしゃべると子どもが嫌がる」、「授業で英語を聞くことに慣れていない」からという理由(口実)で、
英語を使うことに躊躇する中学校の先生がいるが、中学校の新入生の側のそうした抵抗感はずっ
と少なくなっている。インプットとアウトプットの多い授業の実現を阻むものがあるとすれば、それは、
中身が難しくなっても視覚的な教材をうまく駆使して、教師の教室内での語りの方略（teacher talk 
strategies）を工夫して英語で教える教師の英語力と教授技術の欠如のみである。実際、充実した
英語実践をする小学校から進学する中学校に対して、小学校のスタッフや親からの期待(要求)の
ために、中学校側が今までとは異なる対応をせまられるという事例もある。 
小学生の中に培われている英語コミュニケーション力についてのこの成果を十分に生かせるか
どうかは、当面は中学校英語教師の責任であろう。2020 年以降、小学校英語が教科化される際
には、小学校の到達目標が明確に定義されて学習指導要領として示され、中学校の検定教科書
にもそれを反映させるように整備されると想像するが、小学校段階で教え定着させるべき言語材
料がカリキュラムとして定義されていない現状では、中学校への連携は、中学校教員が入学時の
新入生の状態を診断的に把握し、初歩的な部分を教える際の時間配分や難易度を学校ごとに考
えるしか他に方法がないからである。 
まもなく、小学校英語の授業時間数が増え教科として本格的に実施される。この際に、これまで
の小学生の英語学習のよい点が継続され、無理のない学習と中学校へのリンクが実現できるよう
にという願いをこめて、最後に、ヨーロッパでの年少者英語教育実践研究の知見を整理し、教科
化され時間数が増えた後の小学校英語教育について留意すべき点をまとめたい。 
 
5．ヤング・ラーナーズ（YL）の外国語習得研究のまとめと日本の小学校英語教育への示唆 
5.1 2000 年代の YL 研究 
2000 年代に入ってから、García Mayo & García Lecumberri (2003)、Muñoz（2006a）、Nikolov
（2009a）が外国語習得と年齢の関係に特化して実証研究を集めた編集本として出版され、
Nikolov (2009b)にも年齢と言語習得に焦点をあてた研究が集録されている。(海外で、小学生や
幼児、およびその中でも相対的に年の若い外国語学習者をヤング・ラーナーズとよぶ習慣になら
い、ここでもこの用語を使う。) 
年齢と学校教育機関で学ぶ外国語習得のスピードや、最終到達度の関係を、9 年におよぶ長
期間をかけて、言語の多くの側面について明らかにしようとした研究に、BAF プロジェクトと呼ばれ
る一連の研究がある（Muñoz, 2006b）。1995 年にスペインでは、外国語教育が 11 歳での開始
（Age of Onset（学習開始時期、略して AO）=11 歳）から 8 歳開始（AO=8 歳）に早期化し、それに
伴って中等教育機関でのカリキュラムも変わったため、この過渡期を活用し、それぞれの AO で 
総学習時間が 200 時間、416 時間、726 時間を経過した時の３時点においてあらゆる項目につい
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て能力を測定した。 
その結果分かったことは、 ①８歳で英語学習を開始した学習者（YL）は 11 歳で英語学習を開
始した学習者（OL）よりも習得が遅いことと、②長期的なスパンでも YL は OL を追い越すことはな
いということであった。この傾向は、他の研究においても繰り返し同様の結果がでている（García 
Mayo and García Lecumberri, 2003; Šamo, 2009; Mora, 2006; Miralpeix, 2006: Álvalez, 2006）。
中学生以降の学習開始者を含め、一般的に年長者の方が年少者よりも認知能力、学習ストラテ
ジーが優秀であることや、一般的に、初等教育での外国語教師よりも中等教育機関での外国語
教師の専門性が相対的に高いことなどによるのではないかという解釈がなされている（Nikolov, 
2009a, p. 14）。 
この研究が発見した非常に興味深い点に、３時期でのテスト結果のグループ間の差が決して一
様ではなく、テストの内容によって差に開きがあったという事実がある。AO の差によって、タイム１
からタイム２にかけて開きが大きくなったクローズテストとディクテーションは、形態素、語彙、文法
に関わる知識を必要とし、開きが終始小さかったのは、リスニング理解、インタビューにおける理解
部分であった（Muñoz, 2006b, p. 30）。Muñoz は、形態素や統語に関する能力が、YL においては
タイム２からタイム３、OL においてはタイム１からタイム２の時期、つまり 12 歳あたりによく伸びたこと
に注目している。これは、リスニング以外のテストの全てのスコアを予測する要因を多重回帰分析
で調べたところ、母語の認知能力に関わる力の予測力が最も強かったことからも示唆されるように、
形態素や統語に関する能力は認知能力の発達につれて伸びるのであって、いつ学習を始めたか
という要因に起因するのではないとする（Muñoz, 2006b, p.32）。 
Muñoz（2006a）の編集本の中で報告されている BAF プロジェクトデータで、唯一、OL の優位性
がはっきりとは出てこなかったのは、Fullana（2006）による英語音素の弁別（単語内の２つの音素
が同じか異なるかを答えるタスク）と産出（聞こえた単語を繰り返すタスク）に関する研究である。他
の研究と同様、AO が 8 歳の学習者と AO が 11 歳の学習者をタイム１，タイム２，タイム３で比較す
ると、英語音素の弁別についてはタイム１とタイム２の時点で OL の方が優位であるが、その傾向
はタイム３では消滅し、産出テスト（繰り返しタスク）でみた音素の英語らしさについては、年齢の差
は見られなかったとする。 
 
5.2 日本の小学校英語教育への示唆 
上記の研究で明らかになった第１点目は、「言語学習の多くの側面において、YL は OL に比べ
て学習スピードが遅い」ことである。第２言語習得について、よく「子どもは速い」と言われるが、そう
した観察は移民児童の現地語習得の一側面などに当てはまる場合はあっても、外国語としての言
語習得で、総学習時間を一定にした場合には、当てはまらなさそうである。日本の小学校英語教
育担当者もそのことを心にとめて、過度な期待や焦りを避けるべきである。 
第２点目は、今後の再検証をまたなければならないものの、YL と OL の習得スピードの開きには、
学習者の学習ステージや言語の側面によって差があるのかもしれないという点である。このことは、
先の YL の習得スピードが遅いという事実に加えて、YL の指導方針や目標設定に大きな示唆を
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与えてくれる。日本で今後 5 年 6 年生について週 3 時間、教科として英語授業をすることになれ
ば、BAF プロジェクトのタイム１、つまり 200 時間の学習時間に匹敵する時間数が確保されることに
なり、それに加えて 3、4 年生でも多少の英語授業がなされれば、200 時間を超えることになる。ロ
ーマ文字を母語とするヨーロッパ人に比べて初歩の読み書きに時間のかかる日本人学習者の場
合、一般的に、ヨーロッパの小学生と同じスピードで教えることはできないであろうと予測されるが、
もし 200 時間を超えて英語を教える小学校が今後出現する場合には、12 歳以上でしか効率的に
学べない項目（たとえば、シンタクス、および語彙・形態素のルールや正確さ）があることを念頭に
おいて、内容や進度の期待度を調整すべきであろう。 
小学校英語に関する研究を自身も数多く行い、前掲の編集本（Nikolov, 2009a, 2009b）を出版
している Nikolov（2009c）は、YL と外国語習得の関係をまとめた論考の中で、この 2 者の組み合わ
せに付随して成果に影響を与えることが多い変数をあげて小学校英語の成果に関する解釈の際
に考慮にいれるべきだとしている。日本の状況にも当てはまるという意味で、特に重要であると筆
者が考える変数に次のものがある。それは、①外国語教育の目的（YL の到達目標は「控えめ」で
あることが多い、p.7）、②小中連携の欠如（そのため小学校でせっかく伸ばした技能が生かされて
いないこと、p.9）、③外国語教師の力量（OL には外国語のスペシャリストが教えるのに対して、YL
は担任が教えることがあるなど、p.9）、④効果を測るためのテストの妥当性（p.14）である。今後小
学校英語が教科化されれば、現在と違って、①のねらいは明確に定義されるであろうし、②につ
いてもそれに伴って今よりは無駄が少なくなると想像できるが、③や④の問題は大きい。小学校英
語が教科化され、高学年の英語教育の専門性が高くなれば、これまでの英語活動よりもはるかに
高い指導力が求められる。ただ、小学校教員にそれが難しいからといって、中学校英語教員が小
学校英語を担当することになったとしても、やはり多くの訓練が必要である。小学生はメタ言語能
力や認知能力が低いことから、言語構造に関する学習については、発達段階に合わせて調整し
なければならないからである。精選した文法をコミュニケーションのコンテクストの中に埋め込んで
指導したり、妥当な評価活動を実践している先進校の事例に学ぶ必要がある。 
 
6. おわりに 
本稿は、小学校英語教育の成果を英語コミュニケーション力に特化して、比較的大きな人数の
参加者を相手に検証した研究をレビューした。その結果、一般的に小学校卒業時までに育ってい
るであろうリスニング力およびスピーキング力がある程度浮かびあがってきた。ただその能力はあ
まりにもささやかな力なので中学校以降の英語コミュニケーション力の高低を予測するほどのもの
ではないが、中学校以降の、インプットとアウトプットの多い、習得を促す英語授業を受けるための
準備として非常に貴重なものであると考えられる。 
また、2000 年代以降のヨーロッパでの小学校英語教育の知見からは、中学生以上の年長者に
対して小学生の方が、また小学生どうしでも年齢が低いほど外国語習得のスピードは遅いのが一
般的で、特にメタ言語能力が問われる学習に関しては、一定の年齢に達した認知能力の高い学
習者が得手であることも分かった。他方、発音や外国語学習の初歩的な部分については遜色なく
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学んでくれることから、無理なく学習項目を精選して教えつつ、小学校での英語教育に付随して
起こりやすい指導者の力量の問題や評価の問題などを合わせて解決していくことが大切であると
の示唆が得られた。 
小学校英語の成果を正視し、標準テストなどでは見えにくい小学生の力と学習者としての特徴
を理解することで、今後さらに小学校英語の指導と中学校英語への連携が充実していくことを祈
念する。 
 
注 
1 本稿は、国際研究集会『年少者への言語教育の可能性と展望：バイリンガリズムか、複言語主
義か』シンポジウム２「早期英語は有効か」で行った口頭発表（招待発表 2012 年 9 月 9 日）およ
び児童英語教育学会（JASTEC）関西支部秋季大会で行った「課題別分科会コミュニケーション能
力の素地を育成するために-小学校期での育成にふさわしい能力とは‐」（招待発表 2014 年 11 月
10 日）をもとに大幅に加筆修正したものである。 
2 文部科学省（n.d.）「平成 25 年度公立中学校・中等教育学校(前期課程)における英語教育実施
状況調査の結果について」（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/ detail/__ics  
Files/afieldfile/2014/09/03/1351570_05.pdf）によれば、平成 25 年に 9,653 校を対象に 30,813
名の教員から得たアンケート調査では、授業における英語使用状況について次のような結果がで
ている。「大半は英語を用いて行っている」のは 3 学年を通して 6.0％から 7.2％。「半分以上は英
語を用いて行っている」のは、第 1 学年から順に、37.3％、36.9％、34.9％とあり、両方合わせても、
教室で半分程度英語を使っている教師は半分にも満たない。高等学校も、「オーラルコミュニケー
ション」という科目を除くと、状況はほぼ同じである。 
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